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品川区議会議長交際費支出基準 新旧対照表 
改正後 改正前 

○品川区議会議長交際費支出基準 
令和６年６月１７日議長決定 

（令和６年６月１７日適用） 
（目的） 

第１条 この基準は、品川区議会議長交際費（以下「交際費」という。）の
適正かつ公平な執行を図るために必要な事項を定めることを目的とす
る。 

 （交際費） 
第２条 交際費は次の各号に掲げる経費を言う。 

（１） 品川区議会議長（以下「議長」という。）またはその代理者が品川
区議会（以下「区議会」という）を代表して、外部の関係機関その他
区議会と関わりのあるものと交際するにあたり、議会運営上特に必要
があり、かつ社会通念上妥当であると認められる経費。 

（２） 副議長が議長とともにそれぞれの役職をもって出席する会議等に
かかる経費。 

（３）その他、議長が特に必要と認める経費。 
（支出の相手方） 

第３条 支出の相手方は、区議会および区政運営に深い関係を有する個
人または団体とする。 

（支出項目） 
第４条 交際費の内容は別表に定めるとおりとし、支出は予算の範囲内

で、かつ必要最小限でなければならない。 
（交際費の公表） 
第５条 交際費の公正と透明性を高めるため、支出状況を区議会のホー

○品川区議会議長交際費支出基準 
平成１９年６月２９日議長決定 

（平成１９年７月１日適用）  
 

１．品川区議会における議長交際費の適正かつ公平な執行を図るため、交
際費の支出基準を定める。 

 
 
 
 
 

 
  
 

 
 
 
 
 
 
２．交際費は別紙「支出範囲」に基づき支出することができるものとする。

その支出は目的を明確にし、かつ必要最小限でなければならない。 
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改正後 改正前 
ムページで公表する。 

（その他） 
第６条 支出基準については、社会経済情勢の変化等に十分考慮し、適

正な執行を図るため、適宜見直しを行う。 
 
 別表 

支出項目 支 出 内 容 
接遇 国、他の地方公共団体、各種関係団体、議長表敬者等との

接遇・折衝等の経費 
儀礼 慶事、弔事、餞別、見舞等に要する経費 
会費 関係団体等が主催する行事の会費又は会費相当の経費 
その他 議会運営上、特に議長が重要であると判断し必要であると

認める経費 
 

 
 
 
 
 
別紙 交際費支出範囲 
１．接遇経費 

次に掲げる儀礼的接遇を行うための経費 
（1）区政に深い関係をもつ公共団体等の関係者に対する接遇 
（2）他の地方公共団体の議会関係者に対する接遇 
（3）外国の賓客に対する接遇 
（4）議長表敬者および招待者に対する接遇 
２．折衝経費 

次に掲げる事項について、国会、政府関係機関、地方公共団体または自
治体連合組織に対し、伝達、陳情、その他折衝するために必要とする経費 
（1）区議会の決議、意見書、その他区民の要望等に係る事項 
（2）地方公共団体の議会相互間において協議決定した事項 
（3）区政上における重要問題の解決に係る事項 
３．儀礼経費 

次に掲げる社会的慣習に基づく儀礼を行うため支出する経費 
（1）慶事、弔事、餞別、見舞等の儀礼 
（2）叙位、叙勲、表彰等栄典に対する儀礼 
（3）区政に協力する団体等が主催する行事に対する儀礼 
（4）その他、社会的慣習に基づく儀礼 
４．賛助経費 
（1）区政に協力する団体等の主催する行事に対する賛助 



3/3 

改正後 改正前 
（2）社会福祉的事業に対する賛助 
（3）都、区政等に関する刊行物、出版物等に対する賛助 
５．援助経費 
（1）災害救助法の適用を受ける災害に対する見舞等に要する経費 
（2）社会福祉施設等の受けた災害に対する見舞等に要する経費 
（3）大規模な災害に対する見舞等に要する経費 
６．表彰経費 
（1）人命救助等の善行および社会的貢献者に対する賞品または表彰状の

授与に要する経費 
 

 



 
 
 

議長会要望事項調査票 

区名（品 川 区） 

 
【要望区分】（該当する要望区分にチェックし、要望先を記入してください。） 

■特別区議会議長会が独自に行う国への要望（国土交通大臣あて） 
□特別区議会議長会が独自に行う東京都への要望 
□全国市議会議長会を通じて行う要望 

【優先順位】 
  １位 

【件  名】 
 防災対策に関する要望 
 
【要望内容】 
令和 6 年能登半島地震では、甚大な被害を受けた断水によって飲料水や生活用水

が使用できなくなり、トイレ問題は深刻化した。避難所生活が長期化する場合、簡

易トイレは、感染症などの衛生上の問題の発生や既往症の悪化による災害関連死の

原因ともなると指摘されている。 
現在、能登半島では、「一般社団法人 助けあいジャパン」に加盟する全国の自治

体から派遣された２０台以上の移動式水洗トイレ「トイレトレーラー」が活躍して

いる。 
避難所の衛生環境の確保は、避難者の健康と安全を守るために欠かせない。トイ

レトレーラーや災害コンテナの導入は、災害時の生活環境を大幅に向上させる効果

が期待される。 
発災時に被災地へ集結する助け合いこそが必要であり、全国 1,700 余の自治体に

おける避難所の衛生環境対策の強化促進を求め、以下要望する。 
 
１ トイレトレーラーの配備促進を図ること。 
２ 災害コンテナの設置および適切な配置のためのガイドランを策定すること。 
３ トイレトレーラー・災害コンテナの導入経費、維持管理費の負担軽減のため、

特別区に対して簡素な手続きで行える財政措置を講じること。 
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議長会要望事項調査票 

区名（品 川 区） 

 
【要望区分】（該当する要望区分にチェックし、要望先を記入してください。） 

■特別区議会議長会が独自に行う国への要望（厚生労働大臣、文部科学大

臣、内閣府特命担当大臣（こども政策 少子化対策）あて） 
□特別区議会議長会が独自に行う東京都への要望 
□全国市議会議長会を通じて行う要望 

【優先順位】 
  ２位 

【件  名】 
 少子化対策、子ども・子育て支援に関する要望 
 
【要望内容】 

昨年の全国の合計特殊出生率は 1.20 となり、８年連続で前の年を下回っており、

東京では 0.99 まで低下している。出生数は過去最少の 75 万人余と想定よりも早い

ペースで少子化が進んでいる。 

一方、子どもを取り巻く環境は、児童虐待や不登校、いじめ、自殺が過去最悪の

状況となるなど深刻さを増している。また、昨今の物価高騰とともに小中学生およ

び高校生の学習費の支出が増加しており、子育て家庭の家計に多大な影響を及ぼし

ている。子育てしやすい環境を実現し、子ども・若者中心の将来に展望を持てる社

会としていくため、以下の事項を要望する。 

 

１ 給食を提供している小中学校・義務教育学校・特別支援学校・保育所・幼稚園・ 

認定こども園・認可外保育施設における給食費を無償化するための財政措置を講 

じること。 

２ 高校生までの医療費を無償化するための財政措置を講じること。 

３ 小中学校等の学用品を無償化するための財政措置を講じること。 

４ 出産費用の保険適用を早期に実現するとともに自己負担をゼロとするための

給付金を手当てすること。 

５ 質の高い保育の実現および保育士の人材難の解消のため、保育士の更なる処遇

改善に向け公定価格を引き上げること。 
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６ 子ども・若者の意見を政策に反映するため、多様な手法を組み合わせて継続的

に意見を聴くための仕組みづくりを進めること。 

 



 
 
 

議長会要望事項調査票 

区名（品 川 区） 

 
【要望区分】（該当する要望区分にチェックし、要望先を記入してください。） 

■特別区議会議長会が独自に行う国への要望（文部科学大臣あて） 
□特別区議会議長会が独自に行う東京都への要望 
□全国市議会議長会を通じて行う要望 

【優先順位】 
  ３位 

【件  名】 
 教員不足解消に向けた取組みの充実に関する要望 
 
【要望内容】 
 教員不足は全国的に深刻な状況にある。令和６年度の東京都公立学校教員採用選

考の小学校における受験倍率は、1.1 倍と過去最低となり、小中高・特別支援学校

合わせた全体においても 1.6 倍だった。 
教員志願者を多く確保するためには、働き方改革による一層の処遇改善が不可欠

である。一方、教員や教育に携わる人材の質の確保も重要であることから、研修制

度の充実、チェック機能の確立なども同時に取り組んでいかなければならない。 
東京の目指す教育「誰一人取り残さず、すべての子供が将来への希望を持って自

ら伸び、育つ教育」の実現のため、教員不足解消へ向けた以下の取組みの推進を求

める。 
 
１ 教員の負担軽減を図り、働き方改革を進めるため、外部人材の活用や部活動の

地域連携・地域移行に必要な財政措置を含めた支援を充実すること。 
２ 外部人材活用のための研修制度を確立すること。 
３ 休職者および復職者へのメンタルヘルス対策強化のための財政措置を講じる

こと。 
４ 教員免許を所持する潜在教員の募集・採用に係る支援を充実すること。 
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議長会要望事項調査票 

区名（品 川 区） 

 
【要望区分】（該当する要望区分にチェックし、要望先を記入してください。） 

□特別区議会議長会が独自に行う国への要望（    大臣あて） 
■特別区議会議長会が独自に行う東京都への要望 
□全国市議会議長会を通じて行う要望 

【優先順位】 
  １位 

【件  名】 
 防災対策に関する要望 
 
【要望内容】 
令和 6 年能登半島地震では、甚大な被害を受けた断水によって飲料水や生活用水

が使用できなくなり、トイレ問題は深刻化した。避難所生活が長期化する場合、簡

易トイレは、感染症などの衛生上の問題の発生や既往症の悪化による災害関連死の

原因ともなると指摘されている。 
現在、能登半島では、「一般社団法人 助けあいジャパン」に加盟する全国の自治

体から派遣された２０台以上の移動式水洗トイレ「トイレトレーラー」が活躍して

いる。 
総務省消防庁「緊急減災・防災事業債」の活用は、特別区は該当しないため、東

京都として、都内自治体がトイレトレーラーを配備するなどのトイレ対策の強化促

進を図れるよう、以下要望する。 
 
１ 都内自治体に呼び掛けトイレトレーラーの配備促進を図ること。 
２ 導入経費の負担軽減ため、財政支援を講じること。 
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議長会要望事項調査票 

区名（品 川 区） 

 
【要望区分】（該当する要望区分にチェックし、要望先を記入してください。） 

□特別区議会議長会が独自に行う国への要望（      大臣あて） 
■特別区議会議長会が独自に行う東京都への要望 
□全国市議会議長会を通じて行う要望 

【優先順位】 
  ２位 

【件  名】 
 少子化対策、子ども・子育て支援に関する要望 
 
【要望内容】 

昨年の全国の合計特殊出生率は 1.20 となり、８年連続で前の年を下回っており、

東京では 0.99 まで低下している。出生数は過去最少の 75 万人余と想定よりも早い

ペースで少子化が進んでいる。 

一方、子どもを取り巻く環境は、児童虐待や不登校、いじめ、自殺が過去最悪の

状況となるなど深刻さを増している。また、昨今の物価高騰とともに小中学生およ

び高校生の学習費の支出が増加しており、子育て家庭の家計に多大な影響を及ぼし

ている。子育てしやすい環境を実現し、子ども・若者中心の将来に展望を持てる社

会としていくため、以下の事項を要望する。 

 

１ 給食を提供している小中学校・義務教育学校・特別支援学校・保育所・幼稚園・ 

認定こども園・認可外保育施設における給食費の無償化のための更なる財政措置 

の拡充を図ること。 

２ 高校生までの医療費を無償化するための財政措置を講じること。 

３ 質の高い保育の実現および保育士の人材難の解消のため、保育士の更なる処遇

改善に向け公定価格の引き上げを国に求めること。 
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議長会要望事項調査票 

区名（品 川 区） 

 
【要望区分】（該当する要望区分にチェックし、要望先を記入してください。） 

□特別区議会議長会が独自に行う国への要望（     大臣あて） 
■特別区議会議長会が独自に行う東京都への要望 
□全国市議会議長会を通じて行う要望 

【優先順位】 
  ３位 

【件  名】 
 教員不足解消に向けた取組みの充実に関する要望 
 
【要望内容】 
 教員不足は全国的に深刻な状況にある。令和６年度の東京都公立学校教員採用選

考の小学校における受験倍率は、1.1 倍と過去最低となり、小中高・特別支援学校

合わせた全体においても 1.6 倍だった。 
教員志願者を多く確保するためには、働き方改革による一層の処遇改善が不可欠

である。一方、教員や教育に携わる人材の質の確保も重要であることから、研修制

度の充実、チェック機能の確立など同時に取り組んでいかなければならない。 
東京の目指す教育「誰一人取り残さず、すべての子供が将来への希望を持って自

ら伸び、育つ教育」の実現のため、教員不足解消へ向けた以下の取組みの推進を求

める。 
 
１ 教員の負担軽減を図り、働き方改革を進めるため、外部人材の活用や部活動の

地域連携・地域移行に必要な財政措置を含めた支援を拡充すること。 
２ 外部人材活用のための研修制度を確立すること。 
３ 休職者および教員復職者へのメンタルヘルス対策強化のための継続的な支援

を行うこと。 
４ 教員免許を所持する潜在教員の積極的な募集・採用を行うこと。 
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